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令和 4 年 7 月 11 日 

各  位  

会 社 名 株式会社ナカノフドー建設 

代表者名 取締役社長   竹谷 紀之

（コード番号 1827 東証スタンダード） 

問合せ先 常務執行役員総務部長 

小古山 昇 
（ＴＥＬ 03-3265-4661） 

 

「内部統制報告書の訂正報告書」の提出に関するお知らせ 

 

  当社は、本日公表いたしました「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出に関す

るお知らせ」にてお知らせしましたとおり、過年度の有価証券報告書等の訂正報告書を関東 

財務局に提出いたしました。 

これに伴い、過年度の内部統制報告書の記載事項に訂正すべき事項が生じ、金融商品取引

法第24条の4の5第1項に基づき、「内部統制報告書の訂正報告書」を本日、関東財務局に提

出いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。  

株主・投資家の皆様をはじめお取引先及び関係の皆様には、多大なご迷惑とご心配をお掛

けしましたことを深くお詫び申し上げます。 

 

記 

  

１．訂正の対象となる内部統制報告書 

第 78 期（自 平成 31 年 4 月 1 日 至 令和 2 年 3 月 31 日） 

第 79 期（自 令和  2 年 4 月 1 日 至 令和 3 年 3 月 31 日） 

 

２．訂正の内容 

     上記の内部統制報告書のうち、３【評価結果に関する事項】を以下のとおり訂正いた

します。なお、訂正箇所には下線を付して表示しております。  

 

（１）第 78 期 （自 平成 31 年 4 月１日 至 令和 2 年 3 月 31 日） 

３【評価結果に関する事項】  

（訂正前）  

上記の評価の結果、令和2年3月31日時点において、当社及び連結子会社の財務報告に 

係る内部統制は有効であると判断いたしました。 
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（訂正後）  

下記に記載した財務報告に係る内部統制に関する事項は、財務報告に重要な影響を

及ぼすものであり、 開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。従って、

当連結会計年度の末日である令和2年3月31日時点において、当社及び連結子会社の財

務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。  

 

記 

 
   当社は、令和4年2月頃、海外連結子会社であるタイナカノからの報告により、過年度

決算にかかる不適切な会計処理が行われていた疑義が生じました。当社は、この事実を

受け、より客観性・独立性・信頼性を高めた調査を行うため、利害関係を有しない外部

専門家の公認会計士、弁護士等を委員とする内部調査委員会を同年4月に設置し、事実

関係の調査、分析等を行ってまいりました。 

その結果、令和4年6月27日に内部調査委員会から調査報告書を受領し、当社連結子会

社であるタイナカノにおいて、平成31年3月期から令和4年3月期にかけ、工事原価を他

の工事に付け替えて費用を先送りする不適切な会計処理が組織的に行われていたこと

が判明いたしました。 

これにより、当社は、影響のある第78期以降の決算を訂正することが適切であると判

断し、第78期（令和2年3月期）から第79期（令和3年3月期）までの有価証券報告書及び

第78期第2四半期から第80期第3四半期までの四半期報告書の訂正報告書を提出いたし

ました。 

当社のタイナカノによる不正会計の原因は、内部調査委員会からの調査分析を踏ま

えますと、社内規則や社内ルールを逸脱し行っていたというコンプライアンス意識の

鈍麻や、認識していても本部に報告連絡相談が出来なかったという内部通報制度の不

活用、そして不正な書類の隠蔽・虚偽を見抜けない内部監査範囲と手順の問題等、内部

統制が十分に機能していなかったことによるものです。 

   当社は、これらの内部統制の不備が財務報告に重要な影響を及ぼしており、全社的な

内部統制及び業務プロセスに関する内部統制について開示すべき重要な不備に該当す

ると判断いたしました。また、この不備のため、不適切な会計処理が行われ、且つその

発見に遅れを生じさせたものと認識しております。 

上記の開示すべき重要な不備については、訂正事項の判明が当事業年度の末日以降

であったため、当該事業年度の末日までに是正することができませんでした。 

 尚、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、全て財務諸表に反映して

おります。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分認識しており、開示すべき重要な不

備を是正するため、内部調査委員からの指摘・提言を踏まえて、令和4年6月29日の「不

適切な会計処理に関する再発防止のお知らせ」にてお知らせしましたとおり、以下の再

発防止策を実行し、内部統制の整備・運用を図ってまいります。 

また、海外連結子会社であるタイナカノの業務プロセスについては、不適切な会計処

理を重く受け止め、内部統制の改善を図ってまいります。 
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1.風通しのよい企業風土の構築 

2.コンプライアンス意識の醸成 

3.原価移動の原因を発生させない仕組みの導入 

4.海外連結子会社に対する監査の強化 

5.内部通報制度の見直し 

 

 

（２）第 79期 （自 令和 2 年 4月１日 至 令和 3 年 3 月 31 日） 

３【評価結果に関する事項】  

（訂正前）  

上記の評価の結果、令和3年3月31日時点において、当社及び連結子会社の財務報告に 

係る内部統制は有効であると判断いたしました。 

 

（訂正後）  

下記に記載した財務報告に係る内部統制に関する事項は、財務報告に重要な影響を

及ぼすものであり、 開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。従って、

当連結会計年度の末日である令和3年3月31日時点において、当社及び連結子会社の財

務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。  

 

記 

 
   当社は、令和4年2月頃、海外連結子会社であるタイナカノからの報告により、過年度

決算にかかる不適切な会計処理が行われていた疑義が生じました。当社は、この事実を

受け、より客観性・独立性・信頼性を高めた調査を行うため、利害関係を有しない外部

専門家の公認会計士、弁護士等を委員とする内部調査委員会を同年4月に設置し、事実

関係の調査、分析等を行ってまいりました。 

その結果、令和4年6月27日に内部調査委員会から調査報告書を受領し、当社連結子会

社であるタイナカノにおいて、平成31年3月期から令和4年3月期にかけ、工事原価を他

の工事に付け替えて費用を先送りする不適切な会計処理が組織的に行われていたこと

が判明いたしました。 

これにより、当社は、影響のある第78期以降の決算を訂正することが適切であると判

断し、第78期（令和2年3月期）から第79期（令和3年3月期）までの有価証券報告書及び

第78期第2四半期から第80期第3四半期までの四半期報告書の訂正報告書を提出いたし

ました。 

当社のタイナカノによる不正会計の原因は、内部調査委員会からの調査分析を踏ま

えますと、社内規則や社内ルールを逸脱し行っていたというコンプライアンス意識の

鈍麻や、認識していても本部に報告連絡相談が出来なかったという内部通報制度の不

活用、そして不正な書類の隠蔽・虚偽を見抜けない内部監査範囲と手順の問題等、内部

統制が十分に機能していなかったことによるものです。 
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   当社は、これらの内部統制の不備が財務報告に重要な影響を及ぼしており、全社的な

内部統制及び業務プロセスに関する内部統制について開示すべき重要な不備に該当す

ると判断いたしました。また、この不備のため、不適切な会計処理が行われ、且つその

発見に遅れを生じさせたものと認識しております。 

上記の開示すべき重要な不備については、訂正事項の判明が当事業年度の末日以降

であったため、当該事業年度の末日までに是正することができませんでした。 

 尚、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正は、全て財務諸表に反映して

おります。 

 

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を十分認識しており、開示すべき重要な不

備を是正するため、内部調査委員からの指摘・提言を踏まえて、令和4年6月29日の「不

適切な会計処理に関する再発防止のお知らせ」にてお知らせしましたとおり、以下の再

発防止策を実行し、内部統制の整備・運用を図ってまいります。 

また、海外連結子会社であるタイナカノの業務プロセスについては、不適切な会計処

理を重く受け止め、内部統制の改善を図ってまいります。 

 

1.風通しのよい企業風土の構築 

2.コンプライアンス意識の醸成 

3.原価移動の原因を発生させない仕組みの導入 

4.海外連結子会社に対する監査の強化 

5.内部通報制度の見直し 

 

 

以 上 

 


